
2023年2～3月実施 お客さまアンケート結果より 

三越伊勢丹グループに一番期待しているサステナビリティの取り組み 

課題項目の選定

社会へも、当社グループ事業へも影響の大きい項目

三越伊勢丹グループへの影響度
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富裕層の拡大への対応
多様な消費形態の拡大への対応
少子高齢化・長寿命化への対応
都心回帰と地方過疎化への対応
AI（人工知能）・ロボットの進化
ECビジネスの拡大
日本一働きやすい会社
サステナビリティ調達
エネルギーの低炭素化
廃棄物削減とリサイクル推進
海や陸の生物保護の推進
顧客、取組先の環境保全意識の高まり
地域活性化に向けた取り組み推進
コーポレート・ガバナンス／コンプライアンス
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n=4,821

企業が持続可能な成長を続けるうえ
で、影響があると考えられる社会課題・
環境変化を100項目抽出

社内での対話

社会への影響度と当社グループ事業へ
の影響度をプロットし、14項目に絞り
込み、3つのマテリアリティに分類

ステークホルダーの評価

お客さまアンケートなどステークホル
ダーへのヒアリングを通じてマテリア
リティの方向性について確認

KPI設定とモニタリング

重要項目にKPIを設定し、モニタリング
を実施

そのほか、リユース・リサイクルの推進、包装材の削減などが上位に選ばれて
おり、環境課題対応への期待度が高まっています。

三越伊勢丹アプリ会員の皆さまを対象にWEBアンケートを実施し、サス
テナビリティ活動に関する当社への期待、関心のある社会課題などについて
お伺いしました。 

11.6％

1 2 3

食品廃棄物・
食品ロスの削減

商品の品質・
安全の確保・
正確な表示 

省エネルギーなど、
店舗や企業活動で

排出するCO2の削減

18.9％ 13.5％
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

経営会議（現 執行役会）での議論や外部アドバイザーからのご意見、お客さまからのアンケート結果を反映し、2018年度に重点取り組み（マテリアリティ）を特定しました。さらに、世の中の課題
やステークホルダーの皆さまからのご要望を、三越伊勢丹グループの強みを最大限に活かす戦略に照らして、下記のプロセスに基づき3つの重点取り組み（マテリアリティ）を選定しました。
外部環境の変化、ステークホルダーの皆さまの声、企業理念の再整理を踏まえ、重点取り組み（マテリアリティ）の見直しに向けた議論を進めています。

重点取り組み 特定プロセス



お客さまのより豊かなライフスタイルの実現に貢献するた
め、人の想いや感性に触れ合える場所づくりのほか、各地域
の文化や伝統、名産品をご紹介するなど、人と地域をつなぐ
取り組みを推進しています。

未来に向けて持続可能な社会をつなぐため、脱炭素化や
省資源をはじめとした環境負荷の低減、環境や人権に配慮
した調達活動を推進しています。

お客さま・株主／投資家・お取組先・地域社会／コミュニティといったステークホルダーと良好な関係
を構築するとともに、経営機構改革とあわせて、コーポレート・ガバナンス改革を推進しています。

●地域活性化
●社会貢献活動

●TCFD提言に沿った情報開示
●温室効果ガス排出量削減の取り組み
●循環型社会に向けた4Rの取り組み

グループガバナンス・コミュニケーション

重点取り組み 

人・地域をつなぐ
1 重点取り組み 

持続可能な社会・時代をつなぐ
2

主な取り組み項目 主な取り組み項目

「従業員満足度」を企業の持続的な成長のための最も重要な
土台であると位置づけ、全ての従業員が“働きがい”と“働き
やすさ”を実感できるさまざまな取り組みを推進しています。

主な取り組み項目

脱炭素社会に向けて

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて
●サプライチェーン・マネジメント
●人権デュー・ディリジェンス
●品質管理

地域社会との協創

文化・伝統の振興・継承

●新しい顧客体験の提供

未来を拓く「人とのつながり」

●文化・伝統事業への貢献
●次世代支援・育成

コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント
コンプライアンス

重点取り組み 

従業員満足度の向上
3

ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョンの推進

「安心して働くことのできる職場環境づくり」
に向けた労使共同宣言

働きやすさ（ライフワークバランスの実現）
●女性活躍　
●両立支援制度
●障がい者活躍推進

働きがい（生涯CDPの推進）
●経営人財の育成
●自律的に学ぶ機会の提供

●人財育成
●自律的なキャリア形成
●キャリアアップ

●総実労働時間の短縮
●ヘルス＆メンタルケア
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重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

ガバナンスやコミュニケーションを基盤として、3つの重点取り組みを推進しています。
重点取り組みは、 本業を活かして取り組むことができる課題であるか、当社グループが取り組む意義があり、成果を上げることができる課題であるかという観点を踏まえ、

「人・地域をつなぐ」「持続可能な社会・時代をつなぐ」「従業員満足度の向上」を掲げました。

重点取り組み（マテリアリティ）
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

三越伊勢丹グループが目指す未来を実現するために、重点取り組み①では当社グループの強みである国内外に広がるネットワークを活かしたまちづくり、重点取り組み②では脱炭素社会の実現、
サプライチェーン全体での社会的責任の順守、重点取り組み③ではダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンの推進に向けた働きがい・働きやすさの最大化を重要な要素として捉え、長期
目標を設定しています。

マテリアリティ 取り組みのアプローチ 現状 2024年度目標 2030年度目標

重点取り組み 1  

人・地域をつなぐ

地域社会との協創
文化・伝統の振興・継承
未来を拓く「人とのつながり」

自治体、産業界などさまざまなステークホルダー
と連携し、地域の魅力向上や文化・伝統の振興・
継承に取り組む

国内外に広がる店舗ネットワークと商品調達
力を活かし、モノ・コトを通じて人と地域をつ
なぎながら、新たな価値を提案するとともに、
日本の技術や伝統文化を次の時代につなげる

地域と一体で、まちの魅力を活かし、百貨店
を中心としたあたらしい“まちづくり”を実
現させる

重点取り組み 2

持続可能な
社会・時代をつなぐ

脱炭素社会に向けて

持続可能なサプライチェーンの
構築に向けて

重点取り組み 3

従業員満足度の向上

ダイバーシティ、エクイティ＆
インクルージョンの推進

働きがい
（生涯CDPの推進）

働きやすさ
（ライフワークバランスの実現）

女性管理職比率
※グループ計（2023年4月1日時点） 30.6%

温室効果ガス排出量
（2022年度実績速報値／2013年度比）
※第三者検証中

▲48.4%

お取組先行動規範の通知 約6,000社
お取組先との対話 198社
※2023年10月末時点

女性管理職比率
※グループ計 33.0%

後方照明のLED化推進
長期修繕計画による高効率機器への更新
新技術を用いた設備システムの導入による
省エネの推進

調達方針が全てのお取組先に開示・説明され、
課題共有、解決への対話がなされている状態

人権デュー・ディリジェンスのプロセスが
定着している状態

従業員に対する人権教育100%実施

女性管理職比率
※グループ計 38.0%

調達方針
従業員・お取組先への浸透率 100%

温室効果ガス排出量
（2013年度比） ▲50%

再生可能エネルギーの導入比率
（国内百貨店業の電力に占める割合）
※国内百貨店業の自社物件は100%

60%

障がい者雇用比率 ※（株）三越伊勢丹および
首都圏主要グループ会社の合計（2023年6月1日時点） 2.83% 障がい者雇用比率

※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計 3.00% 障がい者雇用比率
※（株）三越伊勢丹および首都圏主要グループ会社の合計 3.50%

男性の育児休業取得率
※（株）三越伊勢丹（2022年度実績） 97.4% 男性の育児休業取得率

※（株）三越伊勢丹 100% 男性の育児休業取得率
※グループ計 100%

従業員エンゲージメント調査回答率
※グループ計（2022年度実績） 100% 従業員エンゲージメント調査回答率

※グループ計 100%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象（2022年度実績） 39.1%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象 80.0%

年間総実労働時間1,700時間台達成
企業の割合  ※グループ23社対象 100%

長期目標と現状



サステナビリティ推進会議

サステナビリティ推進部会サステナビリティ推進部

各事業部門

国内店舗・事業部 海外店舗

グループ関係会社 HDS各部

ワーキンググループ

政策・方針・情報開示 think good

サプライチェーン 環境

資源循環・廃棄物抑制 従業員エンゲージメント向上

議長　
HDS取締役 代表執行役社長 CEO　 

議長　
HDS執行役常務 CAO 兼 CRO 兼 CHRO※

2023年度推進体制

当社グループのサステナビリティ活動の方向性・重点取り組み等について、全社
での推進・浸透を図る会議体。CEOを議長とし、部門長（ビジネスユニットの代表
者）、関係会社代表者で構成。

取締役会：業務執行において議論されたサステナビリティに関する取り組みの進捗を監督
する。

執行役会：サステナビリティ会議体および各事業部門で検討した計画の審議・決議、実施
した取り組みの進捗確認を行い、取締役会に報告する。議長をサステナビリティ
に関する経営判断の最終責任を担う代表執行役社長CEOが務める。

サステナビリティ推進会議傘下の部会で、CAO兼CRO兼CHRO※を議長とし、
各社・各店総務部長などの所属長（ビジネスユニットの構成組織の長）からなる
サステナビリティ施策推進のための会議体。課題ごとの長期計画や方針の策定、
およびワーキンググループの設置など、個別課題についての集中的な議論と具
体的な施策実施を役割とする。

サステナビリティ推進会議・部会等
の運営事務局
サステナビリティ経営の実現に向
けたグループ全体の活動の推進機能
を担う

※「HDS」はホールディングスを表しています

※CAO：チーフ・アドミニストレイティブ・オフィサー、CRO：チーフ・リスク・オフィサー、CHRO：チーフ・ヒューマン・リソース・オフィサー

業務執行

監督 報告

取締役会

指名委員会 報酬委員会 監査委員会

監督

執行役会

1 7

イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
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2018年度より、ESG（環境・社会・ガバナンス）、SDGs（持続可能な開発目標）の視点を踏まえ、環境対策を含めた従来のCSR活動のマネジメント体制を大幅に見直しました。CEOを議長とする
「サステナビリティ推進会議」を創設し、トップのリーダーシップのもと、事業を通じた社会課題の解決と企業価値向上を両輪とする持続可能な経営を目指します。
2022年4月、サステナビリティを重視した経営をよりスピードを上げて進めるために、ホールディングスの総務統括部内にサステナビリティ推進部を設置しました。

サステナビリティ推進体制
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重点取り組み 特定プロセス 重点取り組み（マテリアリティ） 長期目標と現状 サステナビリティ推進体制 参画しているイニシアティブ／社外からの評価

三越伊勢丹グループのサステナビリティに関する取り組みの評価などを一部抜粋してご紹介します。

参画しているイニシアティブ

社外からの評価

インデックス等への組み入れ

FTSE Blossom Japan Sector 
Relative Index

FTSE Russell社

各セクターにおいて相対的に、環境・社会・ガ
バナンス（ESG）について優れた対応を行っ
ている日本企業のパフォーマンスを測定す
るために設計。また、低炭素経済への移行を
促進するため、特に温室効果ガス排出量の多
い企業については、TPI経営品質スコアによ
り改善の取り組みが評価される企業のみを
組み入れています。

ESG（環境・社会・ガバナンス）に優れ
た取り組みを行う約300社が構成銘
柄に選定され、同社の「SOMPOサス
テナブル運用」に活用されます。

SOMPOサステナビリティ・
インデックス

2023年度構成銘柄

CDP SEGES
都市のオアシス

CASBEE
（建築環境総合性能評価システム）

CDP（カーボン･ディスクロージャー･
プロジェクト）

（公財）都市緑化機構(一財)住宅・建築
SDGs推進センター(IBECs)

気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）

TCFDとは、金融安定理事会（FSB）
により設置された、企業に対して年
次報告において、財務に影響のある
気候関連情報の開示を求めるもの
です。

2021年11月賛同

気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）

世界の主要企業に「気候変動」「水」「森林」
に関する質問書を送付し、取り組み状況
をA～Fの9段階で評価。「気候変動」では、
CO2など温室効果ガスの排出量や削減
の取り組み、気候変動による事業リス
ク・機会などの情報開示が求められます。

快適で安全な都市緑地を提供する取
り組みを認定する制度。「都市のオア
シス」では、都市のアメニティに特化
した緑地機能を評価。

建物の省エネ性能や室内環境、維持管
理など建物の品質を総合的に評価して
認定。

「気候変動2022」で初のスコア・最高評価「A」を取得

伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」
三越日本橋本店「日本橋庭園」
三越銀座店「銀座テラス」

2023年度構成銘柄

参画しているイニシアティブ／社外からの評価

国連グローバル・コンパクト

国連と民間（企業・団体）が手を結び、
健全なグローバル社会を築くための
世界最大のサステナビリティイニシ
アチブ。署名する企業は、人権の保護、
不当な労働の排除、環境への対応、そ
して腐敗の防止に関わる10の原則
にコミットし、実現に向けた努力が
求められます。

国連グローバル・コンパクト

MSCI日本株女性活躍指数（セレクト）

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

MSCI
（Morgan Stanley Capital International）社
（モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル社）

MSCIが新たに開発した性別多様性スコアに基づき、
業種内で性別多様性に優れた企業を選別して構築。
MSCI ESG リサーチが非常に深刻な不祥事を起こ
している、あるいは人権や労働者権利において深刻
な不祥事を起こしていると評価する企業は対象外と
なります。

構成銘柄（2023年6月時点）

2023年認定

伊勢丹新宿本店
三越日本橋本店　
三越銀座店

伊勢丹浦和店
新潟伊勢丹
仙台三越
静岡伊勢丹

健康経営優良法人

経済産業省
地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議
が進める健康増進の取り組みをもとに、特に優良な
健康経営を実践している大企業や中小企業などの
法人を顕彰する制度。

SOMPOアセットマネジメント（株）

2023年3月署名




